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１．はじめに 

1.1 目的 
本報告では、平成17年度熊本県野生サルモ

ニタリング調査事業のテレメトリーデータを

もとに、南阿蘇地域における野生サルの分布

状況と環境要因との関係についてGISを用い

たオーバーレイにより概括的に示すとともに、

野生サルによる農作物被害が今後も予想され

る地域について予察的に推定を行ったもので

ある。 

1.2 テレメトリー調査とは 

夜行性動物や警戒心の強い中大型動物の位

置や活動の情報を遠隔から収集する技術であ

り、ラジオトラッキング、ラジオテレメトリ

ー、テレメトリーシステムなどと呼ばれるこ

とがある。 

ａ）テレメーター法の原理 

大きく分けて、位置テレメトリー法

（Location Telemetry）と活動テレメトリー

法（Activity Telemetry）に区分される。 

位置テレメトリー法とは、三角測量の要領

で、発信機の位置情報を得る方法であり、活

動テレメトリー法では、動物が活動すると発

信機のアンテナがゆれ、電波の強弱となって

受信機で受信される。その受信機にアクトグ

ラム記録計を接続することにより記録が可能

となるものである。この方法では、動物の少

なくとも活動と非活動の違いを識別すること

が可能となる。 

B）さまざまなテレメトリー法 

①（人力）テレメトリ－法；基本的に動物

に装着する発信機と受信機、受信アンテナを

揃えて、調査員が固定基地に駐屯または移動

しながらモニターしていく方法。 

②自動方探テレメトリ－法；２地点以上の

自動方探アンテナ基地を設け、それぞれで得

られた方位データをコンピュータ処理して自

動的に位置をモニターしていく方法。 

③トレースレコーダー；ビーコンと記録ユ

ニットからなり、後者を動物に装着、前者を

行動圏内に多数設置し、記録されたビーコン

の受信情報を回収してハビタット利用や活動

時間を解析する方法。 

④ＧＰＳテレメトリ法；人工衛星を利用し

たトラッキングシステム。動物にＧＰＳを装

着し、これを回収するか逐次データを送信さ

せることによって位置や活動を知る方法。 

以上四種類の方法の利点や問題点をを整理

すると以下のようになる（表1）。 

表１．さまざまなテレメトリ法の特徴 

項 目 人力ﾃﾚﾒ
自動方探

ﾃﾚﾒ 

ﾄﾚｰｽ 

ﾚｺｰﾀﾞｰ 
GPS ﾃﾚﾒ

システム 市販 
特注 

（高価） 
特注（？） 

市販 

（高価）

発信機 
市販 （安

価）、自作

市販 

（安価） 
特注 

市販 

（高価）

データ収集 逐次送信 逐次送信 
ﾛｶﾞｰ 

要回収 

ﾛｶﾞｰ 

要回収

遠隔操作 不可 可 不可 不可 

マンパワー 要 不要 不要 不要 

調整技術 不要 要 不要 不要 

システム稼

動電源 
不要 ＡＣ 不要（？） 不要（？）

C）テレメトリー技術の効用 

テレメトリー調査は様々な目的で実施され

るが、それらを端的にまとめると以下のよう



 

になる。すなわち、生態系における上位性注

目種の 

・行動圏とその内部構造 

・移動経路と移動予測 

・環境選択性 

・社会構造 

・活動時間帯 

・影響要因の抽出 

・影響の予測 

・ モニタリング 

等に活用される。今回の報告では、おもに、

行動権とその内部構造（コアエリア）、移動経

路と移動予測、環境選択制に着目して検討を

行っている。 

D）テレメトリー調査の課題 

従来型のテレメトリー調査では、人海戦術

による労力と方探技術が必要となり、時間や

人的なコストがかかっている。また、最新型

のテレメトリー調査についても、機材やソフ

トウェアが高額であり、やはりコストがかか

るという問題がある。したがって現状では、

長い期間、多くの群れや個体に発信器をつけ

て行動圏の調査をするのは非常に困難という

ことになる。 

そこで本報告では、限られたテレメトリー

調査の結果をいかに有効に扱えるか、ＧＩＳ

技術と融合させて、効果的効率的な解析を検

討したものである。 

 

２．方法 

2.1 GISによる行動圏解析 

テレメトリー調査の限られた情報を、GIS

で「面」の情報として、ニホンザルの行動圏

やハビタットの推定を試みた。対象地域；熊

本県南阿蘇地域で、使用データは熊本県野生

サルモニタリング調査における人力テレメト

リーデータ（平成17年度）および、熊本県環

境特性情報データベース（GISデータ）、数値

地図５０ｍメッシュを用いた。なお、GIS ソ

フトウェアは、ESRI 社の ArcView3.2 を使用

している。解析フローを図１に示す。 

テレメトリから
取得した
位置情報

行動圏
解析

行動圏サイズ
内部構造（コアエリア）

オーバーレイ

【環境条件】
＊標高 ＊林縁からの距離
＊植生区分 ＊道路の分布

選好する環境の推測

ＧＩＳによる行動圏解析と評価ＧＩＳによる行動圏解析と評価

図１．解析フロー 

2.2 野生サル行動圏の算出 

今回の対象群のテレメトリーデータから推

定した各サル群れの行動圏、コアエリアは図

２のとおりである。なお、行動圏とコアエリ

アは、それぞれ 95%, 50%固定カーネル法

（Worton 1989）を用いて群ごとに求めた。推

定にはArcView3.2の拡張機能としてUSGSが

開発した Animal Movement Program Version 

2.0（Hooge et al. 1997）を用いた。 
■テレメトリデータより推定した群毎の行動圏およびコアエリア

ArcView3.x ＋ Spatial Analyst ＋ Animal Movement
→Kernel Home Range（50％：Core Area, 95%:Home Range）

ArcView3.x ＋ Spatial Analyst ＋ Animal Movement
→Kernel Home Range（50％：Core Area, 95%:Home Range）

図２．行動圏（コアエリア）の抽出 

 

３．結果 

3.1  野生サル分布と環境要素との関係 

図２からも見て取れるように、野生サルと

地形との関係をみると、阿蘇山外輪山の内円

および阿蘇火山本体の山麓部に分布が集中し

ている事がわかる。また、植生や土地利用と

の関係をみると（図３）、植林地と畑地、水田 



 

■植生図凡例を土地利用区分で再分類

図３ 植生、土地利用との関係 

等の耕作地の林縁で集中して確認されている

事がわかる。特に植林地が耕作地に指交する

地域における分布が顕著である。今回の調査

において確認された地点のうち、林縁からの

最大距離はおよそ250mであった。林縁の耕作

地に進出し、採食を行なっているものと予想

される。 

3-2 野生サルによる農作物被害予測 

ａ）採食パッチの選択性 

野生サルが農作物を食物と認識し、採食行

動をとる戦略について、「採食に関わる利益

（ベネフィット）と損失（コスト）を考えた

とき、動物は利益を最大化するように採食行

動を行う」という最適採食理論をベースに考

える方法がある。この場合、どの農地採食パ

ッチを選択するのか、以下の３つの観点が重

要であると考えられる。 

①何を食べ物として選ぶか 

②どの場所を選ぶか 

③選んだ場所にどのくらいとどまるか 

今回の解析は予察的に行ったため、①の農

作物の被害状況や農作物の選好性、③の群れ

の滞留時間については考慮せずに、野生サル

がどの場所を選択するのかに絞って行った。  

ｃ）コストとベネフィットの考え方 

今回の解析にあたり、サルにとってコスト

として考えられるのは移動量と障害物であ

る。移動量は、サルの休み場所、隠れ場所と

考えられる森林（主にスギ植林）から採食地

となる農耕地までの物理的な距離を、また障

害物については交通量の多い道路などを想定

している。 

一方ベネフィットとしては、今回の解析で

は農作物の被害状況が明らかではないため、

土地利用状況から畑地、水田、果樹園を採食

可能な場所とし、ベネフィットの得られる場

所とした。 

ｃ）野生サルによる農作物被害予測モデル 

ａ)で示したニホンザルの移動に係るコス

トとベネフィットの考え方に基づいて、今後

農業被害が想定される地域とそこに向かう移

動経路を地図上に表現した。 

テレメトリーのデータより、林縁から約

250m の範囲で畑地を利用している事がわか

ったため、この地域に含まれる、畑地、水田、

果樹園を農業被害の起こりうる地域として選

択した。また、このような地域が周辺に密集

していると採食環境として適していると考え

られたため、半径500mの範囲の面積率を求め

た(図４)。さらに、このうち密度の高い地域

を農業被害が想定される「被害予想地域(仮)」

として選択し、移動経路の計算に用いた。 

■餌場として適した地域の抽出（≒潜在的な農業被害）

 図４．餌場として適した地域の抽出 

移動コストは、幹線道路、市街地、その他

開けた環境において高く、森林で中庸、林道

では低く設定した。重み付けについては、今

回は林道の移動コストが幹線道路の10分の1

となるように設定した。 

さらに今回の調査結果より明らかとなった



 

コアエリアの重心を出発点として設定した。

現在の個体群に対して追い払いを行なった場

合に、近隣の農業被害が想定される地域のう

ちどの地域に向かうかを、コストパスの機能

を用いて推定した。なお、コストパスは移動

コストを積算した移動距離を、全ての考えら

れる移動経路について計算し、そのうち最小

距離となった経路を採用する方法である。結

果を図５に示す。 

■近隣の餌場への経路：コストパス解析結果

 図５．コストパス解析結果 

なお、今回の試みは、被害予想地域および

コストに関して、現状で利用可能であった植

生図等から推測したものをベースに行なった

ものであり、現地の状況を反映したものでは

ない。今後は実際にターゲットとする集落、

移動コストの重み付けを現地調査の結果など

を踏まえて決定し、予測を行なう必要がある。 

 

４．今後の課題 

4-1 よりよい予測モデルの構築に向けて 

今回の解析では南阿蘇地域のテレメトリー

データによるサルの推定位置情報のみを使用

して、予察的に野生サルの農作物への被害予

測を行った。そのため、今後の解析に際して

は、以下に挙げるような要因を考慮した、よ

り詳細な予測モデルを検討する必要があると

考えられる。 

・3-2ａ)で挙げた農作物の選択性や価値や

サル群の滞留時間 

・集団サイズ大きさによる選択性の違い 

・農耕地採食パッチへの依存度 

・追い払いなど人為的な要因等によるアプ

ローチのしやすさ（しにくさ） 

4-2 アセスや自然再生への活用 

先にも述べたように、テレメトリーデータ

には限りがあり、アセスや自然再生などの事

業で求められる情報との間には時間やコスト

などのギャップがある。しかし、それらのデ

ータをGIS上で面的に展開することにより、

データを時系列的に蓄積し、空間的に予測評

価することが可能となる。さらに、GISを用

いてわかりやすい地図による表現をすること

でさまざまな意志決定や施策への橋渡しのた

めの有効なツールとなりうると考えられる。

まとめまとめ
テレメトリ調査で
得られる情報

アセス・自然再生で
求められる情報GAP

時間とコストの制約

GIS

■データの蓄積

■空間的な予測評価

■わかりやすい地図による表現

■意志決定、次の施策への橋渡し

経験則・既往の知見 メリット

■定量的な予測評価に結びつくか

■社会性のある生物の行動把握の難しさ

■地域性を考慮した他地域への適用

課題と展望

  図６．今後の課題と展望 
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